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第116期第１四半期（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日） 

１ 本書は金融商品取引法第24条の４の７第１項に基づく四半期報告書を、

同法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し

て、平成20年８月11日に提出したデータに目次及び頁を付して出力・印刷

したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書を末尾に綴じ込んでおります。 

四 半 期 報 告 書 
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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

回次 
第116期 

第１四半期連結
累計(会計)期間

第115期 

会計期間 

自平成20年 
４月１日 

至平成20年 
６月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成20年 
３月31日 

売上高（百万円） 32,908 110,818 

経常利益（百万円） 2,275 9,205 

四半期（当期）純利益（百万円） 1,123 7,736 

純資産額（百万円） 59,320 59,138 

総資産額（百万円） 140,508 139,362 

１株当たり純資産額（円） 606.09 605.49 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
12.13 83.52 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
- - 

自己資本比率（％） 40.0 40.2 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
3,012 6,904 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△373 △23,090 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△1,225 23,761 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
18,116 16,293 

従業員数（人） 5,285 5,172 
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２【事業の内容】 

 当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

  

３【関係会社の状況】 

 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 (注) 上記の従業員数は、正規従業員の稼動人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 (注) 上記の従業員数は、正規従業員の稼動人員であります。 

平成20年６月30日現在

従業員数（人） 5,285   

平成20年６月30日現在

従業員数（人） 1,183   
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第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注） 上記の金額は、販売価格（消費税等を含まない）によっております。 

(2) 受注状況 

当第１四半期連結会計期間における受注状況を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 受注状況は、注文生産方式を採用しているファインテックビジネスについてのみ記載しております。 

２ 上記の金額は、販売価格（消費税等を含まない）によっております。 

(3) 販売実績 

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）上記の金額は、消費税等を含んでおりません。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

ポジショニングビジネス 19,283 － 

アイケアビジネス 11,100 － 

ファインテックビジネス 6,532 － 

合計 36,915 － 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

ファインテックビジネス 6,126 － 3,043 － 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

ポジショニングビジネス 18,097 － 

アイケアビジネス 9,615 － 

ファインテックビジネス 5,195 － 

合計 32,908 － 
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２【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

３【財政状態及び経営成績の分析】 

(1)業績の状況  

 当第１四半期における経済環境は、米国経済では、金融不安、原油を始めとする原材料価格の高騰、住宅市場の低

迷等により、引き続き減速基調で推移いたしました。また、欧州経済は、個人消費に停滞感がみられ始める等、内需

を中心に減速感が強まり始めており、中国等の新興国群では、未だ底堅い基調で景気拡大が続いております。 

 一方、日本経済は、企業業績の悪化による設備投資の減少や、原材料価格高騰による物価上昇を受けた個人消費の

停滞等により、減速感を強めております。 

 このような経済環境にあって、当社グループは、「２００８年度中期経営計画」において掲げた「利益ある持続的

成長を実現」し、「グローバル優良企業を目指す」という目標に向けて、業務プロセスの半減を実現しつつ、世界 

Ｎｏ．１商品を他社に先駆けて上市する「ＴＭ－１（Time to Market No.1）活動」を、「マーケティング力と技術

開発力の強化」を最重要テーマとし、「コスト構造の改革」、「業務プロセスの改革」、「グローバルな「人財」の

育成・活性化」等の施策を通じて、強力に推進してまいりました。 

 こうした中で、当第１四半期の、当社グループの［連結］業績は、次のようになりました。 

 なお、平成２０年２月に、当社グループに新たに加わった、㈱ソキア・トプコン（当時、㈱ソキア）及びその子会

社の業績を、当第１四半期より、当社グループの連結業績に反映しております。（平成２０年３月末日を、㈱ソキ

ア・トプコン株式のみなし取得日としており、前年度末においては、同日現在の同社の期末貸借対照表のみを連結し

ております。） 

 売上高は、㈱ソキア・トプコン及びその子会社の業績が加わったことにより、大幅に増加したことに加え、ポジシ

ョニングビジネスにおいて、この㈱ソキア・トプコン及びその子会社による増加を除くと、国内外で、減収となった

ものの、アイケアビジネスが、国内市場において無散瞳眼底カメラが大幅に伸長したことや、欧州市場において好調

であったこと、また、ファインテックビジネスにおいても、主に半導体関連検査装置やプロジェクター用光学エンジ

ン、新世代ＤＶＤ用光学部品等が、好調であったこと等により、３２９億８百万円と、前年同期に比べ２１．８％と

大幅に増加いたしました。 

 営業利益は、㈱ソキア・トプコン及びその子会社の業績が加わったことにより増加したものの、米国をはじめ各

国、地域での、企業間競争の激化に伴なう採算の悪化や、売上構成の変化による利益低減、また、㈱ソキア・トプコ

ンに対するのれん及び在外子会社が保有するのれんの償却費が新たに発生したこと等に伴ない、２０億３千６百万円

と、前年同期に比べ△３４．９％の減少となりました。 

 経常利益は、こうした営業利益の減少に加え、持分法投資損益の悪化がありましたが、一方で、㈱ソキア・トプコ

ン及びその子会社の業績が加わったこと等による増加もあり、２２億７千５百万円と、前年同期に比べ△２８．２％

の減少となりました。 

 四半期純利益は、この経常利益の減少に加え、のれんの償却費の発生や持分法投資損益の悪化等、税負担に影響し

ない損失の増加により、法人税の負担率が前年同期に比べ増加しており、１１億２千３百万円と、前年同期に比べ 

△４３．５％の減少となりました。 

①事業の種類別セグメント業績を示すと、次のとおりであります。 

 ポジショニングビジネスは、主力市場である米国市場において、サブプライムローン問題に端を発する金融不安の

進行に伴い、住宅セクターの落ち込みが続いており、厳しい状況となりました。また、日本市場においても、改正建

築基準法の影響による市場の極度の冷え込みが依然として続きました。欧州市場では、欧州経済そのものの減速感が

徐々に増してきたこともあり、採算面に影響を及ぼしつつあります。しかし、当第１四半期から、㈱ソキア・トプコ

ン及びその子会社の業績が加わったことや、アグリカルチャー分野での新製品が徐々に販売に寄与し始めましたこと

により、ポジショニングビジネスの売上高は、１８０億９千７百万円（前年同期比２５．９％増加）と大幅な増加と

なりました。しかし、営業利益では、当社グループの高付加価値商品の売上構成の変化や、先行的な資源投入のコス

トの増大、㈱ソキア・トプコンに対するのれん及び在外子会社が保有するのれんの償却費が新たに発生したこと等に

より、１１億９千１百万円（前年同期比△５５．６％減少）となりました。 

 アイケアビジネスは、米国経済の減速に伴なって、米国市場の販売が伸び悩んだものの、国内市場において、健診
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市場向けに無散瞳眼底カメラが大幅に伸張したこと、また好調の欧州市場において、眼科医向けデジタル画像ファイ

リングシステムのＩＭＡＧＥｎｅｔや、それに接続される検査機器、糖尿病スクリーニングで使用されている無散瞳

眼底カメラが順調に伸長し、特に、３次元眼底像撮影装置の好調が寄与いたしました結果、アイケアビジネスの売上

高は、９６億１千５百万円（前年同期比４．５％増加）と増加しました。営業利益は、売上構成の変化や市場競争の

激化の影響等により、９億９千４百万円（前年同期比△５．３％減少）と、やや減益にとどまりました。 

 ファインテックビジネスでは、半導体関連装置が前年同期より増収となり、プロジェクター用光学エンジンや新世

代ＤＶＤ用光学部品等が大幅に伸長いたしました結果、ファインテックビジネスの売上高は、５１億９千５百万円

（前年同期比５０．５％増加）と大幅に伸長し、営業利益は△１億４千９百万円の赤字ではありましたが、事業の

「選択と集中」の効果により、前年同期に対しては、４億５千６百万円の改善となりました。 

②所在地別セグメント業績を示すと、次のとおりであります。 

 日本の売上高は、ポジショニングビジネスでは、改正建築基準法の影響による市場の冷え込み等の為に減少し、ア

イケアビジネスでもやや減少いたしましたが、当第１四半期から、㈱ソキア・トプコン及びその国内子会社の業績が

加わったことにより、１７７億１千４百万円（前年同期比２２．６％増加）と大幅に増加しました。営業利益は、各

ビジネスユニットでの、事業拡大を狙っての先行資源投資が続いていることに加え、㈱ソキア・トプコンに対するの

れんの償却費が発生したこと等により、８億１千９百万円（前年同期比△３３．６％減少）にとどまりました 

 北米の売上高は、主力事業のポジショニングビジネスにおいて、米国内での住宅セクターの減退の影響を強く受

け、大幅な減少となりましたことに加え、アイケアビジネスにおいても、米国内の対象市場が低迷いたしましたが、

当第１四半期から、㈱ソキア・トプコンの米国子会社の業績が加わったことにより、１０８億６千２百万円（前年同

期比６．６％増加）となりました。営業利益は、高機能製品の売上構成の低下、将来の事業拡大を狙っての販売網強

化、新製品投入の加速の為の高水準の資源投資の継続に加え、米国子会社が保有するのれんの償却費が新たに発生し

たこと等により、４億２千６百万円（前年同期比△７２．０％減少）にとどまりました。 

 欧州の売上高は、欧州経済の減速感が強まってきたことに伴なって、ポジショニングビジネスにおいては、今まで

の成長基調に陰りが見えてきたものの、アイケアビジネスでは、検査機器、糖尿病スクリーニングで使用されている

無散瞳眼底カメラが伸長し、特に、３次元眼底像撮影装置の好調が寄与いたしました。そのような状況に加え、当第

１四半期から、㈱ソキア・トプコンの欧州子会社の業績が加わったこともあり、９７億５千８百万円（前年同期比 

２４．１％増加）と大幅に売上高が増加いたしました。一方、営業利益は、市場競争の激化の影響等により、４億８

千万円（前年同期比△４．７％減少）となりました。 

 中国の売上高は、ファインテックビジネスが、東京光学（東莞）科技有限公司（Topcon Optical(Dongguan)

Technology Ltd.）で生産・販売をしております、新世代ＤＶＤ用光学部品やプロジェクター用光学エンジンの販売

が大幅に伸長しましたことにより、４１億２千９百万円（前年同期比１２６．７％増加）となりました。営業利益

は、これらの売上高の増加に加え、現地拠点での生産性の改善等により、２億９千２百万円（前年同期比２０１．

０％増加）となりました。 

 アジア・オセアニアの売上高は、ポジショニングビジネス、アイケアビジネスともに、好調に拡大いたしましたこ

とに加え、㈱ソキア・トプコンの子会社の業績が加わったことにより、２７億３百万円（前年同期比１５５．５％増

加）となりました。また、営業利益は、売上高の増加により、２億２千９百万円（前年同期比２２２．８％増加）と

大幅な増益となりました。 

(2)キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、設備投資や法人税の支払い、ならびに配当

金の支払い等による「資金」の減少があったものの、税金等調整前四半期純利益や、回収の促進による売上債権の減

少等があったことにより、前年度末に比べ、１８億２千２百万円増加し、１８１億１千６百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期における営業活動による「資金」の増加は、３０億１千２百万円（前年第１四半期は１７億５千１百

万円の増加）となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益２２億７千５百万円や、回収の促進による売上

債権の減少２５億９千２百万円等による「資金」の増加の一方、法人税等の支払い１５億５千２百万円による「資

金」の減少によるものであります。 
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期における投資活動による「資金」の減少は、３億７千３百万円（前年第１四半期は９４億５千５百万

円の減少）となりました。これは主に、設備投資７億３千４百万円による「資金」の減少の一方、投資有価証券の売

却２億５千万円による「資金」の増加によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期における財務活動による「資金」の減少は、１２億２千５百万円（前年第１四半期は８０億４千５百

万円の増加）となりました。これは主に、長期及び短期の借入金の返済６億６千２百万円、配当金の支払４億６千３

百万円による「資金」の減少によるものであります。  

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題  

 当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(4)研究開発活動  

 当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は２７億５千９百万円であります。 

 なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（２）【新株予約権等の状況】 

  該当事項はありません。 

（３）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（５）【大株主の状況】 

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。  

  

  

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 160,000,000 

計 160,000,000 

種類 
第１四半期会計期間
末現在発行数(株) 
(平成20年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成20年8月11日) 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 92,688,342 92,688,342 

東京証券取引所 

(市場第一部) 

大阪証券取引所 

(市場第一部) 

―― 

計 92,688,342 92,688,342 ―― ―― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額

(百万円) 

資本金残高 

(百万円) 

資本準備金 
増減額 

(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成20年４月１日～ 

平成20年６月30日 
－ 92,688,342 － 10,297 － 12,787 
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（６）【議決権の状況】 

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載するこ

とができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。 

 ①【発行済株式】  

 （注）１．「完全議決権株式(その他)」の「株式数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が9,000株含まれており

ますが、「議決権の数」の欄には同機構名義の議決権90個は含まれておりません。 

２．「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式7株が含まれております。 

②【自己株式等】 

 （注）第１四半期末現在の自己株式数は66,600株であります。 

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  

  

  

  

  

平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ―― ―― ―― 

議決権制限株式（自己株式等） ―― ―― ―― 

議決権制限株式（その他） ―― ―― ―― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式 

66,300 

―― ―― 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

92,580,700 
925,717 ―― 

単元未満株式 
普通株式 

41,342 
――  １単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数 92,688,342 ―― ―― 

総株主の議決権 ―― 925,717 ―― 

平成20年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）            

株式会社トプコン 
東京都板橋区蓮沼町 

75番１号 
66,300 - 66,300 0.07 

計 ―― 66,300 - 66,300 0.07 

月別 
平成20年 
４月 

５月 ６月 

最高(円) 937 1,110 1,181 

最低(円) 749 854 993 
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第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から

平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受け

ております。 

 なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって、新日本監査法人か

ら名称を変更しております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表 

（平成20年３月31日） 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 18,341 16,463

受取手形及び売掛金 36,559 37,965

製品 17,526 15,733

原材料 5,599 5,102

仕掛品 6,206 5,358

その他 8,192 9,914

貸倒引当金 △1,447 △1,372

流動資産合計 90,980 89,164

固定資産   

有形固定資産 ※1  19,420 ※1  18,532

無形固定資産   

のれん 15,751 16,891

その他 3,470 3,420

無形固定資産合計 19,221 20,312

投資その他の資産 ※2  10,886 ※2  11,353

固定資産合計 49,528 50,198

資産合計 140,508 139,362

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 16,023 15,771

短期借入金 33,326 33,572

未払法人税等 1,467 2,497

役員賞与引当金 7 26

その他 10,839 9,215

流動負債合計 61,663 61,083

固定負債   

長期借入金 10,018 9,557

退職給付引当金 8,012 8,177

役員退職慰労引当金 138 165

その他 1,354 1,239

固定負債合計 19,523 19,140

負債合計 81,187 80,223
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表 

（平成20年３月31日） 

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,297 10,297

資本剰余金 14,711 14,711

利益剰余金 30,752 31,542

自己株式 △55 △54

株主資本合計 55,706 56,496

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 549 431

繰延ヘッジ損益 △8 △23

為替換算調整勘定 △110 △823

評価・換算差額等合計 430 △414

少数株主持分 3,183 3,056

純資産合計 59,320 59,138

負債純資産合計 140,508 139,362
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 

 至 平成20年６月30日） 

売上高 32,908

売上原価 18,068

売上総利益 14,840

販売費及び一般管理費 ※  12,803

営業利益 2,036

営業外収益  

受取利息 49

受取配当金 84

その他 588

営業外収益合計 722

営業外費用  

支払利息 326

持分法による投資損失 39

その他 118

営業外費用合計 484

経常利益 2,275

税金等調整前四半期純利益 2,275

法人税、住民税及び事業税 470

法人税等調整額 570

少数株主利益 110

四半期純利益 1,123
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 2,275

減価償却費 1,337

貸倒引当金の増減額（△は減少） △76

受取利息及び受取配当金 △128

支払利息 326

持分法による投資損益（△は益） 48

退職給付引当金の増減額（△は減少） △165

売上債権の増減額（△は増加） 2,592

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,327

前払費用の増減額（△は増加） △188

仕入債務の増減額（△は減少） △258

未払費用の増減額（△は減少） 648

その他 531

小計 4,614

利息及び配当金の受取額 120

利息の支払額 △169

法人税等の支払額 △1,552

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,012

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △17

定期預金の払戻による収入 111

有形固定資産の取得による支出 △734

有形固定資産の売却による収入 19

無形固定資産の取得による支出 △44

子会社株式の取得による支出 △54

投資有価証券の売却による収入 250

長期貸付けによる支出 △4

長期貸付金の回収による収入 58

その他 42

投資活動によるキャッシュ・フロー △373

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △460

長期借入れによる収入 100

長期借入金の返済による支出 △302

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △61

配当金の支払額 △463

その他 △37

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,225

現金及び現金同等物に係る換算差額 409

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,822

現金及び現金同等物の期首残高 16,293

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  18,116
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

  会計処理基準に関する事

項の変更 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法の変

更 

たな卸資産 

 当社及び国内連結子会社は、従来、平

均法による原価法、又は、平均法による

低価法により評価していましたが、当第

１四半期連結会計期間より、「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会計基

準第9号 平成18年7月5日）が適用された

ことに伴ない、平均法による原価法（貸

借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）により評価し

ております。 

 これによる影響は、軽微であります。

 なお、セグメント情報に与える影響

も、軽微であります。 

(2)リース取引に関する会計基準の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、従来、主として、リース

物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりまし

たが、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成5年6月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年

3月30日改正））及び「リース取引に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第16号（平成6年1月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、

平成19年3月30日改正））が平成20年4月

1日以後開始する連結会計年度に係る四

半期連結財務諸表から適用することがで

きるようになったことに伴ない、当第1

四半期連結会計期間からこれらの会計基

準等を適用し、通常の売買取引に係る会

計処理によっております。また、所有権

移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産の減価償却の方法について

は、リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

 これにより、リース資産を有形固定資

産に631百万円計上しております。 
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【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

  会計処理基準に関する事

項の変更 

(3)「連結財務諸表作成における在外子会社

の会計処理に関する当面の取扱い」の適

用  

  当第１四半期連結会計期間より、「連

結財務諸表作成における在外子会社の会

計処理に関する当面の取扱い」（実務対

応報告第18号 平成18年5月17日）を適用

し、連結決算上必要な修正を行なってお

ります。また、これに伴ない、米国連結

子会社ののれんについては、従来、米国

財務会計基準審議会基準書第142号（の

れん及びその他の無形固定資産）により

償却をしておりませんでしたが、当第１

四半期連結会計期間より、20年以内の効

果の及ぶ期間にわたって、定額法にて償

却する方法に変更しております。 

 これにより、期首の利益剰余金が

1,449百万円減少しており、また、営業

利益、経常利益及び税金等調整前四半期

純利益は、それぞれ185百万円減少して

おります。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

当第１四半期連結会計期間末 
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

※１．減価償却累計額          43,692百万円 ※１．減価償却累計額          31,732百万円 

※２．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

  投資その他の資産           152百万円 

※２．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

  投資その他の資産           248百万円 

  ３．偶発債務     ３．偶発債務   

  

  

社名 内容 金額(百万円) 

Sokkia Credit 
Corporation 

譲渡した金融
債権の債務 

159 
(US$1,497千) 

譲渡したリース契約
に係るリース債務者 

譲渡した 
リース契約の 
リース債務 

35 

連結子会社の従業員 住宅ローン 3 

計   198 

  

社名 内容 金額(百万円) 

Sokkia Credit 
Corporation 

譲渡した金融
債権の債務 

177 
(US$1,767千) 

譲渡したリース契約
に係るリース債務者 

譲渡した 
リース契約の 
リース債務 

50 

連結子会社の従業員 住宅ローン 3 

計   231 
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（四半期連結損益計算書関係） 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（株主資本等関係） 

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至

平成20年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式  92,688千株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式  66千株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

      配当金支払額 

５．株主資本の金額の著しい変動 

 該当事項はありません。 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は、従業員給料手当3,850百万円、退職給付引当金繰入額

153百万円であります。 

  

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係  

  

   （百万円）

現金及び預金勘定 18,341 

有価証券勘定 99 

計 18,441 

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金  
325 

現金及び現金同等物 18,116 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年５月16日 

取締役会 
普通株式 463 5 平成20年３月31日 平成20年６月６日 利益剰余金 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

 （注）１ 事業区分の方法 

当社の事業区分は、製品の種類・市場等を考慮して区分しております。 

２ 各事業区分の主要製品 

(1）ポジショニングビジネス…測量用ＧＰＳ＋ＧＬＯＮＡＳＳ＋ＧＡＬＩＬＥＯ（ＧＮＳＳ）受信機、ＧＩＳ

用ＧＮＳＳ受信機、ＧＮＳＳ自動観測システム、ＭＩＬＬＩＭＥＴＥＲ ＧＰ

Ｓ、土木用マシンコントロールシステム、農業用マシンコントロールシステ

ム、デジタル写真測量システム、トータルステーション（イメージングステー

ション、自動追尾トータルステーション、モータードライブトータルステーシ

ョン、ノンプリズムトータルステーション）、データーコレクタ、レベル・電

子レベル、セオドライト、ローテーティングレーザー、パイプレーザー 

(2）アイケアビジネス…………眼底カメラ、無散瞳眼底カメラ、３次元眼底像撮影装置、ノンコンタクトタイ

プトノメーター、スリットランプ、手術用顕微鏡、眼科用レーザー光凝固装

置、スペキュラーマイクロスコープ、眼科検査データファイリングシステムＩ

ＭＡＧＥｎｅｔ、眼科電子カルテシステムＩＭＡＧＥｎｅｔ ｅカルテ、ＰＳ

Ｆアナライザ、レンズエッジャー、視力検査装置、ビノビジョンアナライザ

ー、オートレフラクトメータ、オートケラトレフラクトメータ、レンズメー

タ、屈折検査システム 

(3）ファインテックビジネス…チップ外観検査装置、ウェーハ用電子ビーム検査装置、マスク用電子ビーム検

査装置、電子ビームユニット、ウェーハ表面検査装置、精密光学ユニット、プ

ロキシミティ露光装置、分光放射計、色彩輝度計、照度計、紫外線強度計、輝

度・色度ユニフォミティ測定装置、走査電子顕微鏡、測定顕微鏡、投影機、特

需品、フロントプロジェクター用光学エンジン、ＤＶＤ光ピックアップ用光学

部品、複写機用光学ユニット、高精度レンズ、赤外光学部品 

３ 会計処理の方法の変更 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結

会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告

第18号 平成18年5月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行なっております。また、これに伴ない、米

国連結子会社ののれんについては、従来、米国財務会計基準審議会基準書第142号（のれん及びその他の無形

固定資産）により償却をしておりませんでしたが、当第１四半期連結会計期間より、20年以内の効果の及ぶ

期間にわたって、定額法にて償却する方法に変更しております。 

 これにより、営業利益は、ポジショニングビジネスが175百万円、アイケアビジネスが9百万円減少してお

ります。 

  
ポジショニング 

ビジネス 
(百万円) 

アイケア 
ビジネス 
(百万円) 

ファインテック
ビジネス 
(百万円) 

計 
(百万円) 

全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益             

売上高             

(1) 外部顧客に対する 

売上高 
18,097 9,615 5,195 32,908 - 32,908 

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高 
- - - - - - 

計 18,097 9,615 5,195 32,908 - 32,908 

営業利益又は 

営業損失（△） 
1,191 994 △149 2,036 - 2,036 
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【所在地別セグメント情報】 

当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

 （注）１ 地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 「日本」以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米………………………米国、カナダ 

(2）ヨーロッパ………………オランダ、ドイツ、フランス、英国、スペイン、スウェーデン、ポーランド、ベ

ルギー、チェコ 

(3）中国………………………中国 

(4）アジア・オセアニア……韓国、シンガポール、インド、オーストラリア 

３ 会計処理の方法の変更 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会

計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18

号 平成18年5月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行なっております。また、これに伴ない、米国連結

子会社ののれんについては、従来、米国財務会計基準審議会基準書第142号（のれん及びその他の無形固定資

産）により償却をしておりませんでしたが、当第１四半期連結会計期間より、20年以内の効果の及ぶ期間にわ

たって、定額法にて償却する方法に変更しております。 

 これにより、営業利益は、北米が156百万円、アジア・オセアニアが28百万円減少しております。 

【海外売上高】 

当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

 （注）１ 地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米………………………米国、カナダ 

(2）ヨーロッパ………………オランダ、ドイツ、フランス、英国、スペイン、スウェーデン、ポーランド 

(3）中国………………………中国 

(4）アジア・オセアニア……シンガポール、台湾、オーストラリア 

(5）その他……………………中南米、中東、ロシア、アフリカ 

  
日本 

(百万円) 
北米 

(百万円) 
ヨーロッパ
(百万円) 

中国 
(百万円) 

アジア・ 
オセアニア 
(百万円) 

消去及び全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する 

売上高 
8,841 8,490 9,756 3,164 2,655 - 32,908 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
8,872 2,371 1 965 48 (12,259) - 

計 17,714 10,862 9,758 4,129 2,703 (12,259) 32,908 

営業利益 819 426 480 292 229 (212) 2,036 

  北米 ヨーロッパ 中国 
アジア・ 

オセアニア 
その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 6,566 9,502 3,266 3,896 3,002 26,235 

Ⅱ 連結売上高(百万円)           32,908 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
20.0 28.9 9.9 11.8 9.1 79.7 
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（有価証券関係） 

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日） 

 四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末に比して著しい変動がないため、記載を省略し

ております。  

  

（デリバティブ取引関係） 

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）  

 （注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。  

 前連結会計年度末（平成20年３月31日）  

 （注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。  

（ストック・オプション等関係） 

当第１四半期連結会計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

該当事項はありません。  

（企業結合等関係） 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

 通貨 為替予約取引  6,392 6,559 △166 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

 通貨 為替予約取引  3,915 3,756 159 

当第１四半期連結会計期間末 
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 606.09円 １株当たり純資産額 605.49円

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 12.13円

  
当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

四半期純利益（百万円） 1,123 

普通株主に帰属しない金額（百万円） - 

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,123 

期中平均株式数（千株） 92,622 
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（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

（リース取引関係） 

該当事項はありません。 

２【その他】 

 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成20年８月11日

株式会社トプコン 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 濵尾 宏   印 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 藤原 道夫  印 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 石川 達仁  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トプコ

ンの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成

20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トプコン及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

追記情報 

 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更（３）に記載されているとおり、会社は当第１四半期

連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会実務

対応報告第１８号）が適用されることとなるため、この基準により四半期連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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